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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）について 

 

こども部こども未来課 

 

１  事業の趣旨 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）は、保育施設等に通園していない

児童を対象に、月一定時間までの利用可能枠の中で、保護者の就労の有無にかかわ

らず、時間単位で柔軟に利用できる新たな通園給付制度です。 

児童が、保育士等と関わったり、他の児童と触れ合い遊んだりする中で、豊かな

経験を通じてこどもの育ちを支え、また、保護者が保育士等に子育てに関する疑問

や悩みを相談したりすることもできる事業です。 

国は、令和７年度から子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業

として制度化し、令和 8年度から本格実施する予定としていることから、本市におい

ても、令和 8年度からの実施に向け、準備を進めることとします。 

 

 

 

２ 事業の概要 

（１）対象児童 

  本市在住の未就園児で、0歳 6か月以上満 3歳未満のこども 
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（２）事業内容 

1人あたり月 10時間を上限に利用可能  

 

（３）費用負担（国が定めた額） 

・1時間あたり保護者 300 円程度で実施施設が定める額 

（生活保護受給世帯などには減免適用） 

・これに市が年度当初の年齢に応じた単価を支払う 

ア 0歳児 こども 1人 1時間あたり 1,300 円 

イ 1歳児 こども 1人当たり 1,100 円 

ウ 2歳児 こども 1人当たり  900 円 

 （※障害児加算+400円/時間、医療的ケア児加算+2,400 円など） 

 

３ 事業実施にあたっての本市の基本的な考え方 

（１）通常の保育に支障が生じない範囲での実施（施設） 

  ⇒ 一時預かり事業を実施または通常保育で定員に空きがある施設において実施 

（２）こどもの育ちを重視した実施（保護者） 

  ⇒ 一時的な利用よりも定期的な利用を推奨 

 

４ 今後のスケジュール 

令和 7 年 7月 民間施設への説明及び実施意向調査 

令和 7 年 10月 次年度民間給付予算（補助金）、公立予算（人件費等）要求 

令和 7年 12月 京丹後市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の条例制定 

令和 7 年 12月 条例制定後、各施設に認可手続きを案内 

令和 7 年 12月 認可申請書類の提出締切・審査 

令和 8 年 1月 こども未来まちづくり審議会での認可意見聴取 

令和 8 年 2月  広報誌や HP等で制度周知、利用者を募集 

令和 8 年 3 月 給付に向けた確認基準条例制定、事業違反に係る過料に関する条例

改正、その他補助金要綱等の制定 

令和 8 年 4月 事業開始 

 

５ 府内他市の状況 

 府内では京都市と宇治市が令和 6年度から先行して実施｡ 

京都市では盛況な一方で、宇治市では利用のなかった園もあるとのこと。 

他の自治体は令和 8年度から実施。 
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６ 関連する地域子ども・子育て支援事業【参考】 

事業名 事業概要 利用料 

① 地 域 子

育 て 支 援

拠点事業 

親子が交流するための事業を実施し、子育てを応

援したり、育児不安や子育ての様々な相談を受け

ながら家庭訪問や子育て支援を行う事業。 

市内８か所で実施中。 

無料 

② 一 時 預

かり事業 

日常生活上の事情で一時的に家庭での保育が困難

となった際や育児疲れによる保護者の負担軽減の

ための事業。 

市内のこども園等１０か所で実施中。 

3歳未満 2,200円 

3歳以上 1,300円 

（最大 8時間、給

食・おやつ、延長

有） 

③ 子 育 て

援 助 活 動

支援事業 

（ﾌｧﾐﾘｰ‣ｻ

ﾎﾟｰﾄ‣ｾﾝﾀｰ

事業） 

地域で子育ての支援をするために、育児の援助を

受けたい人と援助を行いたい人が会員となり、ﾌｧ

ﾐﾘｰ‣ｻﾎﾟｰﾄ‣ｾﾝﾀｰが調整をして、様々な育児の手助

けを行う事業。 

平日：500～600

円/時 

土日祝：600 円/

時 

④ 乳 児 等

通 園 支 援

事業（こど

も 誰 で も

通園） 

月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を

問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園

給付事業。 

一時預かり事業が「保護者の立場からの必要性」

に対応するものであるのに対して、こども誰でも

通園制度は、保護者のために「預かる」ものでは

なく、こどもの成長の観点から、家庭にいるだけ

では得られない様々な経験を通じて、こどもが成

長していくように、全てのこどもの育ちを応援す

ることが主な目的。 

1時間あたり 300

円程度で施設が定

める額 

（別途給食・おや

つ代他実費が発生

する場合あり） 

 

７ こども誰でも通園制度に関する情報掲載ＨＰ等 

●こども誰でも通園制度について｜こども家庭庁 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/daredemo-tsuen 

●総合支援システム全体概要 

https://www.youtube.com/watch?v=-aSPXZ_ATuI 

●こども誰でも通園制度総合支援システムに関するオンライン研修会動画（3月実施） 

https://www.youtube.com/watch?v=5ltisMB2Iv8 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/daredemo-tsuen
https://www.youtube.com/watch?v=-aSPXZ_ATuI
https://www.youtube.com/watch?v=5ltisMB2Iv8

